
◇ 資 料 ◇

韓国の新しい身分登録法

｢家族関係の登録等に関する法律｣

趙 慶 済(訳)

本稿は，大韓民国が2007年５月17日法律第8435号として公布した「家族関係の登

録等に関する法律」に関する資料の翻訳である。身分登録の管掌機関を大法院とし，

身分登録の原簿は今までの戸主を筆頭者とする「戸籍簿」から個人別に編製された

「家族関係登録簿」に変更し，その公開は「戸籍簿」の謄・抄本の発給から目的

別・用途別に限定された証明書の発給に転換することを骨格とする画期的な身分登

録法である。ここに関係資料を翻訳することにする。

資料 家族関係の登録等に関する法律（2007年５月17日法律第8435号）

資料 2007年５月31日大法院報道資料 新しい家族関係登録制度関連 Q&A

（抄）

資料 2007年５月31日大法院報道資料 イチョルスを戸主とする現行戸籍謄本

とイチョルスの家族関係登録簿の各種証明書との相違（見本・抄）

資料 家族関係の登録等に関する法律（2007年５月17日法律第8435号)

第１章 総 則

第１条（目的) 本法は国民の出生・婚姻・死亡等の家族関係の発生及び変動事項

に関する登録とその証明に関する事項を規定することを目的とする。

第２条（管掌) 家族関係の発生及び変動事項に関する登録とその証明に関する事

務（以下，「登録事務」という）は大法院が管掌する。

第３条（権限の委任等) ① 大法院長は登録事務の処理に関する権限を市・邑・

面の長（都農複合形態の市における洞地域については市長，邑・面地域につい

ては邑・面長とする。以下同じ）に委任する。

② 特別市及び広域市と区を置く市における本法中の市，市長または市の事務所
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とはそれぞれの区，区庁長または区の事務所をいう。ただし，広域市における

郡地域については邑・面，邑・面の長または邑・面の事務所をいう。

③ 大法院長は登録事務の監督に関する権限を市・邑・面の事務所所在地を管轄

する家庭法院長に委任する。ただし，家庭法院支院長は家庭法院長の命を受け

てその管轄区域内の登録事務を監督する。

第４条（登録事務の処理) 第３条による登録事務は家族関係の発生及び変動事項

の登録（以下，「登録」という）に関する申告等を受付若しくは受理した所在地

の市・邑・面の長が処理する。

第５条（職務の制限) ① 市・邑・面の長は登録に関する証明書の発給事務を除

いては自己または自己と４寸以内の親族に関する登録事件に関してはその職務

を行ってはならない。

② 登録事件処理に関して市・邑・面の長を代理する者も第１項と同じ。

第６条（手数料等の帰属) ① 本法の規定により納付する手数料及び懈怠料は登

録事務を処理する当該地方自治団体の収入とする。ただし，次の各号何れかの

場合にはその限りではない。

1．第12条第２項により電算情報中央管理所に所属する公務員が証明書を発給

した場合

2．第120条及び第123条により家庭法院が懈怠料を賦課する場合

3．第124条第３項により家庭法院が「非訟事件手続法」により懈怠料の裁判

をする場合

② 第１項の手数料の金額は大法院規則で定める。

第７条（費用の負担) 第３条により市・邑・面の長に委任する登録事務に要する

費用は国家が負担する。

第８条（大法院規則) 本法施行に関して必要な事項は大法院規則で定める。

第２章 家族関係登録簿の作成と登録事務の処理

第９条（家族関係登録簿の作成及び記録事項) ① 家族関係登録簿（以下，「登録

簿」という）は電算情報処理組織により入力・処理した家族関係登録事項（以

下，「登録事項」という）に関する電算情報資料を第10条の登録基準地に従い

個人別に区分して作成する。

② 登録簿には次の事項を記録しなければならない。

1．登録基準地
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2．姓名・本・性別・出生年月日及び住民登録番号

3．出生・婚姻・死亡等の家族関係の発生及び変動に関する事項

4．その他家族関係に関する事項で大法院規則が定める事項

第10条（登録基準地の決定) ① 出生またはその他の事由で最初に登録する場合

には登録基準地を定めて申告しなければならない。

② 登録基準地は大法院規則が定める手続きに従い変更することができる。

第11条（電算情報処理組織による登録事務の処理等) ① 市・邑・面の長は登録

事務を電算情報処理組織によって処理しなければならない。

② 本人が死亡したか失踪宣告や不在宣告を受けたとき，国籍を離脱したか喪失

したときまたはその他大法院規則で定める事由が発生したときには登録簿を閉

鎖する。

③ 登録簿と第２項の規定により閉鎖した登録簿（以下，「閉鎖登録簿」という）

は法院行政処長が保管・管理する。

④ 法院行政処長は登録簿または閉鎖登録簿（以下，「登録簿等」という）に記

録されている登録事項と同一の電算情報資料を別に作成して管理しなければな

らない。

⑤ 登録簿等の全部または一部が損傷したか損傷するおそれがあるときには，法

院行政処長は大法院規則で定めるところに従い登録簿等の復旧などの必要な処

分を命ずることができる。

⑥ 登録簿等を管理する者または登録事務を処理する者は本法若しくはその他法

令に規定する事由がない他の事由で登録簿等に記録された登録事項に関する電

算情報資料（以下，「登録電算情報資料」という）を利用するか若しくは他の

者（本人を含む）にそれら資料を提供してはならない。

第12条（電算情報中央管理所の設置等) ① 登録簿等の保管と管理，電算情報処

理組織による登録事務処理の支援及び登録電算情報資料の効率的な活用のため

に法院行政処に電算情報中央管理所（以下，「中央管理所」という）を置く。

この場合国籍関連通報に従う登録事務処理に関しては大法院規則で定めるとこ

ろに従い法務部と電算情報処理組織を連携して運用する。

② 法院行政処長は必要な場合には中央管理所所属の公務員に第15条に規定する

証明書の発給事務を取り扱わせることができる。

第13条（登録電算情報資料の利用等) ① 登録電算情報資料を利用または活用し

ようとする者は関係中央行政機関の長の審査を経て法院行政処長の承認を受け

なければならない。ただし，中央行政機関の長が登録電算情報資料を利用また

270 ( 944 )

立命館法学 2007 年３号（313号)



は活用しようとする場合には法院行政処長と協議しなければならない。

② 第１項に従い登録電算情報資料を利用または活用しようとする者は本来の目

的外の用途に利用若しくは活用してはならない。

③ 第１項に従う登録電算情報資料の利用または活用とその使用料等に関して必

要な事項は大法院規則で定める。

第14条（証明書の交付等) ① 本人または配偶者，直系血族，兄弟姉妹（以下，

本条では「本人等」という）は第15条に規定する登録簿等の記録事項に関して

発給できる証明書の交付を請求できるが，本人等の代理人が請求する場合には

本人等の委任を受けなければならない。ただし，次の各号のいずれかに該当す

る場合には本人等でない場合でもその交付を申請することができる。

1．国家または地方自治団体が職務上の必要に従い文書で申請する場合

2．訴訟・非訟・民事執行の各手続で必要な場合

3．他の法令で本人等に関する証明書を提出することを求められる場合

4．その他大法院規則で定める正当な利害関係を有する者が申請する場合

② 第15条第１項第５号の親養子入養関係証明書は次の各号のいずれかに該当す

る場合に限りその交付を請求することができる。

1．親養子が成年になり申請する場合

2．婚姻当事者が「民法」第809条の親族関係を把握しようとする場合

3．法院の事実照会嘱託があるか捜査機関が捜査上の必要に従い文書で申請す

る場合

4．その他大法院規則で定める場合

③ 第１項及び第２項に従い証明書の交付を申請する者は手数料を納付しなけれ

ばならず，証明書の送付を申請する場合には郵送料を別に納付しなければなら

ない。

⑤ 市・邑・面の長は第１項及び第２項の請求が登録簿に記録された者について

の私生活の秘密を侵害するなど不当な目的によることが明らかと認めたときに

は証明書の交付を拒否することができる。

⑥ 第１項から第４項までの規定は閉鎖登録簿に関する証明書の交付の場合にも

準用する。

第15条（証明書の種類及び記録事項) 登録簿等の記録事項に関して発給できる証

明書の種類とその記録事項は次の各号の通りである。

1．家族関係証明書

．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年月日及び住民登録番号
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．父母・養父母，配偶者，子女の姓名・性別・本・出生年月日及び住民登

録番号

2．基本証明書

．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年月日及び住民登録番号

．本人の出生，死亡，国籍喪失・取得及び回復等に関する事項

3．婚姻関係証明書

．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年月日及び住民登録番号

．配偶者の姓名・性別・本・出生年月日及び住民登録番号

．婚姻及び離婚に関する事項

4．入養関係証明書

．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年月日及び住民登録番号

．養父母または養子の姓名・性別・本・出生年月日及び住民登録番号

．入養及び罷養に関する事項

5．親養子入養関係証明書

．本人の登録基準地・姓名・性別・本・出生年月日及び住民登録番号

．親生父母・養父母または親養子の姓名・性別・本・出生年月日及び住民

登録番号

．入養及び罷養に関する事項

② 家族関係に関するその他の証明書及び家族関係の記録事項に関して必要な事

項は大法院規則で定める。

第３章 登録簿の記録

第16条（登録簿の記録手続) 登録簿は申告，通報，申請，証書の謄本，航海日誌

の謄本または裁判書によって記録する。

第17条（登録簿がない者) 家族関係登録がされていない者について登録事項を記

録しなければならないときには新たに登録簿を作成する。

第18条（登録簿の訂正) ① 登録簿の記録が法律上無効であるかその記録に錯誤

または遺漏があることを知ったときには，市・邑・面の長は遅滞なく申告人ま

たは申告事件の本人にその事実を通知しなければならない。ただし，その錯誤

または遺漏が市・邑・面の長の過誤に因るものであるときにはその限りでない。

② 第１項の本文の通知ができないときまたは通知をしたが訂正の申請をする者

がいないときまたはその記録の錯誤または遺漏が市・邑・面の長の過誤に因る
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ものであるときには，市・邑・面の長は監督法院の許可を得て職権でこれを訂

正することができる。ただし，大法院規則で定める軽微な事項の場合には，

市・邑・面の長が職権で訂正し，それを監督法院に報告しなければならない。

③ 国家または地方自治団体の公務員がその職務上登録簿の記録に錯誤または遺

漏があることを知ったときには，遅滞なく申告事件の本人の登録基準地の市・

邑・面の長に通知しなければならない。この場合通知を受けた市・邑・面の長

は第１項及び第２項に従いこれを処理する。

第19条（登録簿の行政区域，名称等の変更) ① 行政区域または土地の名称が変

更されたときには登録簿の記録は訂正されたものと看做す。この場合，市・

邑・面の長はその記録事項を改訂しなければならない。

② 市・邑・面の長は地番の変更があるときには，登録簿の記録を改訂しなけれ

ばならない。

第４章 申 告

第１節 通 則

第20条（申告の場所) ① 本法による申告は，申告事件本人の登録基準地または

申告人の住所地若しくは現在地で行うことができる。

② 大韓民国の国民でない者（以下，「外国人」という）に関する申告は，その

居住地または申告人の住所地若しくは現在地で行うことができる。

第21条（出生と死亡の洞経由の申告等) ① 市における出生・死亡の申告は，そ

の申告の場所が申告事件本人の住民登録地または住民登録をする地域と同一の

場合には申告事件本人の住民登録地または住民登録をする地域を管轄する洞を

経由してすることができる。

② 第１項の場合，洞長は所属市長を代行して申告書を受理し，その洞が属する

市の長に申告書を送付し，その他大法院規則で定める登録事務を処理する。

第22条（申告後登録されていたことが判明したとき等) 登録されているのかが明

らかでない者または登録がされていないか若しくは登録ができない者に関する申

告が受理された後に，その者に関して登録されていることが判明したときまたは

登録ができるようになったときには，申告人または申告事件の本人は，その事実

を知った日から１ヶ月以内に受理された申告事件を表示し最初にその申告を受理

した市・邑・面の長にその事実を申告しなければならない。

第23条（申告方法) ① 申告は書面若しくは口頭で行うことができる。
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② 申告により効力が発生する登録事件に関して，申告事件本人が市・邑・面に

出席しない場合には，申告事件本人の住民登録証・運転免許証・旅券その他大

法院規則で定める身分証明書（以下，本項で「身分証明書」という）を提示す

るか申告書に申告事件本人の印鑑証明書を添付しなければならない。この場合

本人の身分証明書を提示しないか本人の印鑑証明書を添付しないときには申告

書を受理してはならない。

第24条（申告書の様式) 申告書の様式は大法院規則で定める。この場合に家族関

係に関する登録申告が他の法令が規定する申告の代わりとなる場合には，その申

告書の様式を定める際には事前に関係部署の長と協議しなければならない。

第25条（申告書の記載事項) ① 申告書には，次の事項を記載し，申告人が署名

若しくは記名捺印しなければならない。

1．申告事件

2．申告年月日

3．申告人の出生年月日・住民登録番号・登録基準地及び住所

4．申告人と申告事件の本人が異なるときには，申告事件本人の登録基準地・

住所・姓名・出生年月日及び住民登録番号と申告人の資格

② 本法に従い申告書類を作成する場合，その申告書類に住民登録番号を記載し

たときには出生年月日の記載を省略することができる。

第26条（申告人が無能力者である場合) ① 申告すべき者が未成年者または禁治

産者であるときには，親権者または後見人を申告義務者とする。ただし，未成

年者または禁治産者が申告することを妨げない。

② 親権者または後見人が申告する場合には申告書に次の事項を記載しなければ

ならない。

1．申告すべき者の姓名・出生年月日・住民登録番号及び登録基準地

2．無能力者となった原因

3．申告人が親権者または後見人であるという事実

第27条（同意が不必要な無能力者の申告) ① 無能力者がその法定代理人の同意

なく行うことができる行為については，無能力者が申告しなければならない。

② 禁治産者が申告をする場合には，申告書に申告事件の性質及び効果を理解す

る能力があることを証明できる診断書を添付しなければならない。

第28条（証人を必要とする申告) 証人を必要とする事件の申告においては，証人

は申告書に住民登録番号及び住所を記載し署名若しくは記名捺印しなければなら

ない。

274 ( 948 )

立命館法学 2007 年３号（313号)



第29条（不存在または不知の事項) 申告書に記載すべき事項で存在しないか知る

ことのできないことがあるときには，その趣旨を記載しなければならない。ただ

し，市・邑・面の長は，法律上記載すべき事項で特に重要と認める事項を記載し

ていない申告書を受理してはならない。

第30条（法令の規定事項以外の記載事項) 申告書には，本法または他の法令で定

める事項の他に登録簿に記録すべき事項をより明らかにさせるのに必要な事項が

あれば，そのような事項も記載しなければならない。

第31条（口頭でする申告等) ① 口頭で申告するときには，申告人は市・邑・面

の事務所に出席して申告書に記載すべき事項を陳述しなければならない。

② 市・邑・面の長は申告人の陳述及び申告年月日を記録し，これを申告人に読

み聞かせ，申告人にその書面に署名若しくは記名捺印をさせなければならない。

③ 第１項及び第２項の場合に，申告人が疾病またはその他の事故で出席できな

いときには代理人に申告させなければならない。ただし，第55条・第56条・第

61条・第63条，第71条及び第74条の申告はその限りでない。

第32条（同意，承諾または許可が必要な事件の申告) ① 申告事件において，

父・母または他の者の同意または承諾が必要な場合には，申告書にその同意ま

たは承諾を証明する書面を添付しなければならない。ただし，親族会が同意を

する場合には親族会の決議録を添付しなければならず，その他の同意または承

諾においては同意または承諾をした者に申告書にその事由を付記させて署名ま

たは記名捺印させることができる。

② 申告事件，申告人または申告事項等において，裁判または官公署の許可を要

する事項がある場合には，申告書にその裁判書または許可書の謄本を添付しな

ければならない。

第33条（申告書に関する準用規定) 申告書に関する規定は第31条第２項及び第32

条第１項の書面に準用する。

第34条（外国で行う申告) 外国にいる大韓民国国民は本法で定めるところに従い，

その地域を管轄する大韓民国在外公館（以下，「在外公館」という）の長に申告

若しくは申請をすることができる。

第35条（外国の方式に従う証書の謄本) ① 外国にいる大韓民国国民がその国の

方式に従い申告事件に関する証書を作成した場合には３ヶ月以内にその地域を

管轄する在外公館の長にその証書の謄本を提出しなければならない。

② 大韓民国の国民がいる地域が在外公館の管轄に属さない場合には，３ヶ月以

内に登録基準地の市・邑・面の長に証書の謄本を発送しなければならない。
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第36条（外国で受理した書類の送付) 在外公館の長は，第34条及び第35条に従い

書類を受理したときには１ヶ月以内に外交通商部長官を経由して本人の登録基準

地の市・邑・面の長に送付しなければならない。

第37条（申告期間の起算点) ① 申告期間は申告事件発生日からこれを起算する。

② 裁判の確定日から期間を起算すべき場合に，裁判が送達または交付前に確定

したときにはその送達または交付された日から起算する。

第38条（申告の催告) ① 市・邑・面の長は申告を怠った者を知ったときには相

当な期間を定めて申告義務者に対してその期間内に申告すべきことを催告しな

ければならない。

② 申告義務者が第１項の期間内に申告しなかったときには，市・邑・面の長は

再度相当な期間を定めて催告することができる。

③ 第18条第２項は，第２項の催告ができないとき及び催告をしても申告しない

ときに，同条第３項は国家または地方自治団体の公務員が申告を怠った者がい

ることを知ったときに準用する。

第39条（申告の追完) 市・邑・面の長は申告を受理した場合に欠 があって登録

簿に記録できないときには，申告人または申告義務者をして追完させなければ

ならない。この場合には第38条を準用する。

第40条（期間経過後の申告) 市・邑・面の長は申告期間が経過した後の申告で

あっても受理しなければならない。

第41条（死亡後に到達した申告) ① 申告人が生存中に郵送した申告書はその死

亡後であっても市・邑・面の長は受理しなければならない。

② 第１項に従い申告書が受理されたときには，申告人の死亡時に申告したもの

と看做す。

第42条（受理，不受理証明書と書類の閲覧) ① 申告人は申告の受理または不受

理の証明書を請求することができる。

② 利害関係人は，市・邑・面の長に申告書若しくはその他受理した書類の閲覧

またはその書類に記載した事項に関して証明書を請求することができる。

③ 証明書を請求するときには手数料を納付しなければならない。

④ 利害関係人は法院に保管されている申告書類についての閲覧を請求すること

ができる。

⑤ 第２項及び第４項の利害関係人の資格と範囲等に関しては第14条第１項から

第４項までの規定を準用する。

第43条（申告不受理の通知) 市・邑・面の長が申告を受理しなかったときにはそ
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の事由を遅滞なく申告人に書面で通知しなければならない。

第２節 出 生

第44条（出生申告の記載事項) ① 出生の申告は出生後１ヶ月以内にしなければ

ならない。

② 申告書には次の事項を記載しなければならない。

1．子女の姓名・本・性別及び登録基準地

2．子女の婚姻中または婚姻外の出生子の区別

3．出生の年月日時及び場所

4．父母の姓名・本・登録基準地及び住民登録番号（父または母が外国人であ

るときにはその姓名・出生年月日及び国籍）

5．「民法」第781条第１項ただし書に従い協議がある場合はその事実

6．子女が二重国籍者である場合はその事実及び取得した外国国籍

③ 子女の名にはハングルまたは通常使用する漢字を使用しなければならない。

通常使用する漢字の範囲は大法院規則で定める。

④ 出生申告書には医師・助産師その他分娩に関与した者が作成した出生証明書

を添付しなければならない。ただし，止むを得ない事由がある場合にはその限

りでない。

第45条（出生申告の場所) ① 出生の申告は出生地で行うことができる。

② 汽車その他の交通機関内で出生したときには母が交通機関から降りた地，航

海日誌が備えられていない船舶内で出生したときにはその船舶が最初に入港し

た地で申告ができる。

第46条（申告義務者) ① 婚姻中の出生子の出生の申告は，父または母がしなけ

ればならない。

② 婚姻外の出生子の申告は，母がしなければならない。

③ 第１項及び第２項に従い申告すべき者が申告できない場合には，次の各号の

何れかに該当する者が各号の順位に従い申告しなければならない。

1．同居する親族

2．分娩に関与した医師・助産師またはその他の者

第47条（親生否認の訴えを提起したとき) ① 親生否認の訴えを提起したときに

も出生申告をしなければならない。

第48条（法院が父を定めるとき) ① ｢民法」第845条に従い法院が父を定めなけ

ればならないときには出生の申告は母がしなければならない。
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② 第46条第３項は第１項の場合に準用する。

第49条（航海中の出生) ① 航海中に出生があったときには，船長は24時間以内

に第44条第２項で定める事項を航海日誌に記載し署名若しくは記名捺印しなけ

ればならない。

② 第１項の手続を終えた後に船舶が大韓民国の港に到着したときには，船長は

遅滞なく出生に関する航海日誌の謄本をその到着地の市・邑・面の長に発送し

なければならない。

③ 船舶が外国の港に到着したときには，船長は遅滞なく第２項の謄本をその地

域を管轄する在外公館の長に発送し，在外公館の長は遅滞なく外交通商部長官

を経由してこれを登録基準地の市・邑・面の長に発送しなければならない。

第50条（公共施設での出生) 病院，矯導所その他の公共施設で出生があった場合

に父母が申告できないときにはその施設の長または管理人が申告しなければなら

ない。

第51条（出生申告前に死亡したとき) 出生の申告前に子女が死亡したときには出

生の申告と同時に死亡の申告をしなければならない。

第52条（棄児) ① 棄児を発見した者または棄児発見の通知を受けた国家警察公

務員は24時間以内にその事実を市・邑・面の長に通報しなければならない。

② 第１項の通報を受けた市・邑・面の長は，所持品，発見場所，発見年月日時

その他の状況，性別，出生の推定年月日を調書に記載しなければならない。こ

の場合その調書はこれを申告書と看做す。

③ 市・邑・面の長は「民法」第781条第４項に従い，棄児の姓と本を創設した

後に名と登録基準地を定めてこれを登録簿に記録しなければならない。

第53条（父母が棄児を捜したとき) ① 父または母が棄児を捜したときには１ヵ

月以内に出生の申告をして登録簿の訂正を申請しなければならない。

② 第１項の場合には市・邑・面の長が確認しなければならない。

第54条（棄児が死亡したとき) 第52条第１項または第53条の手続を終える前に棄

児が死亡したときには死亡の申告と同時にその手続を終えなければならない。

第３節 認 知

第55条（認知申告書の記載事項) ① 認知の申告書には次の事項を記載しなけれ

ばならない。

1．子女の姓名・性別・出生年月日・住民登録番号及び登録基準地（子が外国

人であるときにはその姓名・性別・出生年月日及び国籍）
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2．死亡した子女を認知するときには死亡年月日，その直系卑属の姓名・出生

年月日・住民登録番号及び登録基準地

3．父が認知したときには母の姓名・登録基準地及び住民登録番号

4．認知前の子女の姓と本を維持する場合にはその趣旨と内容

5．「民法」第909条第４項または第５項に従い親権者が定められたときにはそ

の趣旨と内容

② 第１項第４号及び第５号の場合には申告書にその内容を証明する書面を添付

しなければならない。ただし，家庭法院の姓・本継続使用許可の審判または親

権者を定める裁判が確定したときには第58条を準用する。

第56条（胎児の認知) 胎内にいる子女を認知するときには申告書にその趣旨，母

の姓名及び登録基準地を記載しなければならない。

第57条（親生子出生の申告による認知) 父が婚姻外の子女に対して親生子出生の

申告をしたときにはその申告には認知の効力がある。

第58条（裁判による認知) ① 認知の裁判が確定した場合に訴えを提起した者は

裁判の確定日から１ヶ月以内に裁判書の謄本及び確定証明書を添付してその趣

旨を申告しなければならない。

② 第１項の申告書には裁判確定日を記載しなければならない。

③ 第１項の場合には，その訴えの相手方も裁判書の謄本及び確定証明書を添付

して認知の裁判が確定した趣旨を申告できる。その場合には第２項を準用する。

第59条（遺言による認知) 遺言による認知の場合には，遺言執行者はその就任日

から１ヶ月以内に認知に関する遺言書謄本または遺言録音を記載した書面を添付

して第55条または第56条に従い申告しなければならない。

第60条（認知された胎児の死産) 認知された胎児が死体で分娩した場合に出生の

申告義務者はその事実を知った日から１ヶ月以内にその事実を申告しなければな

らない。ただし，遺言執行者が第59条の申告をした場合には遺言執行者がその申

告をしなければならない。

第４節 入 養

第61条（入養申告書の記載事項) 入養の申告書には次の事項を記載しなければな

らない。

1．当事者の姓名・本・出生年月日・住民登録番号・登録基準地（当事者が外

国人であるときにはその姓名・出生年月日・国籍）及び養子の性別

2．養子の親生父母の姓名・住民登録番号及び登録基準地
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第62条（入養の申告) ① 養子が15未満のときには「民法」第869条に従い入養を

承諾した法定代理人が申告しなければならない。ただし，後見人が入養を承諾

したときには家庭法院の許可書を添付しなければならない。

② ｢民法」第871条に従い後見人が入養の同意をしたときには後見人の同意書及

び家庭法院の許可書を添付しなければならない。

③ 後見人が被後見人を養子にする場合には家庭法院の許可書を添付しなければ

ならない。

第５節 罷 養

第63条（罷養申告書の記載事項) 罷養の申告書には次の事項を記載しなければな

らない。

1．当事者の姓名・本・出生年月日・住民登録番号及び登録基準地（当事者が

外国人であるときにはその姓名・出生年月日・国籍）

2．養子の親生父母の姓名・登録基準地及び住民登録番号

第64条（協議上の罷養の申告) ① ｢民法」第899条に従い協議上の罷養をする場

合には，その協議をした者が申告しなければならない。ただし，その申告を後

見人または生家の他の直系尊属がするときには家庭法院の許可書を添付しなけ

ればならない。

② ｢民法」第900条に従う協議上の罷養に関して後見人が罷養の同意をしたとき

には後見人の同意書及び家庭法院の許可書を添付しなければならない。

第65条（準用規定) ① 第63条は入養取消しの申告に準用する。

② 第58条は入養取消しの裁判が確定した場合に準用する。

第66条（準用規定) 第58条は罷養の裁判が確定した場合に準用する。

第６節 親養子の入養及び罷養

第67条（親養子の入養申告) ① ｢民法」第908条の２に従い親養子を入養しよう

とする者は親養子入養裁判の確定日から１ヶ月以内に裁判書の謄本及び確定証

明書を添付して第61条の申告をしなければならない。

② 第１項の申告書には裁判確定日を記載しなければならない。

第68条（準用規定) 第58条は親養子の入養申告に準用する。

第69条（親養子の罷養申告) ① ｢民法」第908条の５に従い親養子罷養の裁判が

確定した場合，訴えを提起した者は裁判の確定日から１ヶ月以内に裁判書の謄

本及び確定証明書を添付して第63条の申告をしなければならない。
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② 第１項の申告書には裁判確定日を記載しなければならない。

③ 第１項の場合にはその訴えの相手方も裁判書の謄本及び確定証明書を添付し

て親養子罷養の裁判が確定した趣旨を申告することができる。この場合には第

２項を準用する。

第70条（準用規定) 第69条は親養子の入養取消しの裁判が確定した場合に準用す

る。

第７節 婚 姻

第71条（婚姻申告書の記載事項等) ① 婚姻の申告書には次の事項を記載しなけ

ればならない。ただし，第３号の場合には婚姻当事者の協議書を添付しなけれ

ばならない。

1．当事者の姓名・本・出生年月日・住民登録番号及び登録基準地（当事者が

外国人であるときにはその姓名・出生年月日及び国籍）

2．当事者の父母と養父母の姓名・登録基準地及び住民登録番号

3．「民法」第781条第１項ただし書に従う協議がある場合はその事実

4．「民法」第809条第１項による近親婚に該当しない事実

第72条（裁判による婚姻) 事実上の婚姻関係存在確認の裁判が確定した場合には，

訴えを提起した者は裁判の確定日から１ヶ月以内に裁判書の謄本及び確定証明書

を添付して第71条の申告をしなければならない。

第73条（準用規定) 第58条は婚姻取消の裁判が確定した場合に準用する。

第８節 離 婚

第74条（離婚申告の記載事項) 離婚の申告書には次の事項を記載しなければなら

ない。

1．当事者の姓名・本・出生年月日・住民登録番号及び登録基準地（当事者が

外国人であるときにはその姓名及び国籍）

2．当事者の父母と養父母の姓名・登録基準地及び住民登録番号

3．「民法」第909条第４項または第５項に従い親権者が定められたときにはそ

の内容

第75条（協議上の離婚の確認) ① 協議上の離婚をしようとする者は登録基準地

または住所地を管轄する家庭法院の確認を受けて申告しなければならない。た

だし，国内に居住していない場合には，その確認はソウル家庭法院の管轄とす

る。
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② 第１項の申告は協議上の離婚をしようとする者が家庭法院から確認書謄本を

交付または送達された日から３ヶ月以内にその謄本を添付して行わなければな

らない。

③ 第２項の期間が経過したときにはその家庭法院の確認は効力を喪失する。

④ 家庭法院の確認の手続と申告に関して必要な事項は大法院規則で定める。

第76条（看做し規定) 協議離婚申告書に家庭法院の離婚意思確認書の謄本を添付

した場合には，「民法」第836条第２項で定める証人２人の連署があるものと看做

す。

第77条（準用規定) 第74条は婚姻取消しの申告に準用する。

第78条（準用規定) 第58条は離婚の裁判が確定した場合に準用する。

第９節 親権及び後見

第79条（親権者指定及び変更の申告) ① 父母が「民法」第909条第４項に従い親

権者を定めたときには１ヶ月以内にその事実を申告しなければならない。父母

の何れか一方が申告する場合にはその事実を証明する書面を添付しなければな

らない。

② 親権若しくは管理権の喪失・辞退・回復に関する裁判または「民法」第909

条第４項から第６項までの規定に従い親権者を定めるか若しくは変更する裁判

が確定したときには，その裁判を請求した者またはその裁判で親権者と定めら

れた者がその内容を申告しなければならない。この場合には第58条を準用する。

第80条（後見開始申告の記載事項) ① 後見開始の申告は後見人がその就任日か

ら１ヶ月以内にしなければならない。

② 申告書には次の事項を記載しなければならない。

1．後見人と被後見人の姓名・出生年月日・住民登録番号及び登録基準地

2．後見開始の原因及び年月日

3．後見人が就任した年月日

第81条（後見人更迭申告等) ① 後見人が更迭された場合には後任者はその就任

日から１ヶ月以内にその趣旨を申告しなければならない。

② 第１項の申告には第80条第２項を準用する。

③ 第79条第２項は「民法」第940条に従い後見人が変更された場合に準用する。

第82条（遺言または裁判による後見人の選定) ① 遺言により後見人を指定した

場合には指定に関する遺言書その謄本または遺言録音を記載した書面を申告書

に添付しなければならない。
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② 後見人選任の裁判がある場合には裁判書の謄本を申告書に添付しなければな

らない。

第83条（後見終了申告) ① 後見終了の申告は後見人が１ヵ月以内にしなければ

ならない。ただし，未成年者の成年到達により後見が終了した場合には，その

限りでない。

② 申告書には次の事項を記載しなければならない。

1．被後見人の姓名・登録基準地及び住民登録番号

2．後見終了の原因及びその年月日

③ 後見終了の原因が「民法」第939条または同法第940条によるものであるとき

には裁判書の謄本を添付しなければならない。

第10節 死亡と失踪

第84条（死亡申告とその記載事項) ① 死亡の申告は第85条に規定する者が死亡

の事実を知った日から１ヶ月以内に診断書または検案書を添付してしなければ

ならない。

② 申告書には次の事項を記載しなければならない。

1．死亡者の姓名，性別，登録基準地及び住民登録番号

2．死亡の年月日時及び場所

③ 止むを得ない事情により診断書若しくは検案書を得られないときには死亡の

事実を証明すると思われる書面でそれに代えることができる。この場合，申告

書にその診断書または検案書を得られなかった事由を記載しなければならない。

第85条（死亡申告義務者) ① 死亡の申告は同居する親族がしなければならない。

② 親族・同居者または死亡場所を管理する者，死亡場所の洞長または統・里長

も死亡の申告をすることができる。

第86条（死亡申告の場所) 死亡の申告は死亡地・埋葬地または火葬地ですること

ができる。ただし，死亡地が明らかでないときには死体が最初に発見された地で，

汽車その他の交通機関内で死亡したときにはその死体を交通機関から降ろした地

で，航海日誌を備えない船舶内で死亡があったときにはその船舶が最初に入港し

た地ですることができる。

第87条（災難等に因る死亡) 水害・火災若しくはその他の災難により死亡した者

がいる場合には，それを調査した官公署は遅滞なく死亡地の市・邑・面の長に通

報しなければならない。ただし，外国で死亡したときには死亡者の登録基準地の

市・邑・面の長に通報しなければならない。
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第88条（死刑，在所中の死亡) ① 死刑の執行があったときには矯導所長は遅滞

なく矯導所所在地の市・邑・面の長に死亡の通報をしなければならない。

② 第１項は在所中に死亡した者の死体を引き取る者がいない場合に準用する。

この場合，通報書に診断書または検案書を添付しなければならない。

第89条（通報書の記載事項) 第87条及び第88条に規定する通報書には第84条第２

項で定める事項を記載しなければならない。

第90条（登録不明者等の死亡) ① 死亡者について登録がされているかどうかが

明らかでないか若しくは死亡者を認識できないときには，国家警察公務員は検

死調書を作成・添付して遅滞なく死亡地の市・邑・面の長に死亡の通報をしな

ければならない。

② 死亡者が登録されていたことが判明したか若しくは死亡者の身元を知ること

ができたときには，警察公務員は遅滞なく死亡地の市・邑・面の長にその趣旨

を通報しなければならない

③ 第１項の通報があった後に第85条で定める者が死亡者の身元を知ったときに

はその日から10日以内に死亡の申告をしなければならない。

第91条（準用規定) 第49条及び第50条は死亡の申告に準用する。

第92条（失踪宣告の申告) ① 失踪宣告の申告はその宣告を請求した者が裁判確

定日から１ヶ月以内に裁判の謄本及び確定証明書を添付してしなければならな

い。

② 失踪宣告の申告書には次の事項を記載しなければならない。

1．失踪者の姓名・性別・登録基準地及び住民登録番号

2．「民法」第27条で定めた期間の満了日

③ 第58条は失踪宣告取消しの裁判が確定した場合にその裁判を請求した者に準

用する。

第11節 国籍の取得と喪失

第93条（認知等による国籍取得の通報等) ① 法務部長官は「国籍法」第３条第

１項または同法第11条第１項に従い大韓民国の国籍を取得した者がいる場合，

遅滞なく国籍を取得した者が定める登録基準地の市・邑・面の長に大法院規則

で定める事項を通報しなければならない。

② 第１項の通報を受けた市・邑・面の長は国籍を取得した者の登録簿を作成す

る。

（2008.9.1 施行）
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第94条（帰化許可の通報等) ① 法務部長官は「国籍法」第４条に従い外国人を

大韓民国国民に帰化を許可した場合，遅滞なく帰化の許可を受けた者が定めた

登録基準地の市・邑・面の長に大法院規則で定める事項を通報しなければなら

ない。

② 第１項の通報を受けた市・邑・面の長は帰化の許可を受けた者の登録簿を作

成する。

（2008.9.1 施行）

第95条（国籍回復許可の通報等) ① 法務部長官は，「国籍法」第９条に従い大韓

民国の国籍回復を許可した場合，遅滞なく国籍回復をした者が定めた登録基準

地の市・邑・面の長に大法院規則で定める事項を通報しなければならない。

② 第１項の通報を受けた市・邑・面の長は国籍回復許可をした者の登録簿を作

成する。ただし，国籍回復をした者の登録簿等がある場合にはその登録簿等に

記載された登録基準地の市・邑・面の長にその事項を通報しなければならない。

（2008.9.1 施行）

第96条（国籍取得者の姓と本の創設申告) ① 外国の姓を使用する国籍取得者が，

その姓を使用しないで新たに姓・本を定めようとする場合には，その登録基準

地・住所地または登録基準地にしようとする地を管轄する家庭法院の許可を受

けその謄本を受領した日から１ヶ月以内にその姓と本を申告しなければならな

い。

② 大韓民国の国籍を回復若しくは再取得した場合には従前に使用していた大韓

民国式の姓名で国籍回復申告または国籍再取得申告をすることができる。

③ 第２項の場合，申告書には従前に使用していた大韓民国式姓名を疎明しなけ

ればならない。

④ 申告書には次の事項を記載しなければならない。

1．従前の姓

2．創設した姓と本

3．許可の年月日

⑤ 第４項の申告書には第１項による許可の謄本を添付しなければならない。

第97条（国籍喪失申告の記載事項) ① 国籍喪失の申告は，配偶者または４寸以

内の親族がその事実を知った日から１ヶ月以内にしなければならない。

② 申告書には次の各号の事項を記載しなければならない。

1．国籍喪失者の姓名・住民登録番号及び登録基準地

2．国籍喪失の原因及び年月日
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3．新たに国籍を取得したときにはその国籍

③ 第２項の申告書には国籍喪失を証明する書面を添付しなければならない。

④ 国籍喪失者本人も国籍喪失の申告をすることができる。

第98条（国籍選択等の通報等) ① 法務部長官は次の各号のいずれかに該当する

事由が生じた場合，その者の登録基準地（登録基準地がない場合にはその者が

定めた登録基準地）の市・邑・面の長に大法院規則で定める事項を通報しなけ

ればならない。

1．「国籍法」第13条第１項に従い二重国籍者から大韓民国の国籍を選択する

との申告を受理したとき

2．「国籍法」第14条第１項に従い国籍離脱申告を受理したとき

3．「国籍法」第20条に従い大韓民国国民と判定したとき

② 大韓民国国民と判定された者が登録されていないときにはその通報を受けた

市・邑・面の長は登録簿を作成する。

（2008.9.1 施行）

第12節 改名及び姓・本の変更

第99条（改名申告) ① 改名しようとする者は住所地（在外国民の場合は登録基

準地）を管轄する家庭法院の許可を受けその許可書の謄本を受領した日から

１ヶ月以内に申告をしなければならない。

② 申告書には次の事項を記載しなければならない。

1．変更前の名

2．変更した名

3．許可年月日

③ 第２項の申告書には許可書の謄本を添付しなければならない。

第100条（姓・本の変更申告) ① ｢民法」第781条第６項に従い子女の姓・本を変

更しようとする者は裁判確定日から１ヶ月以内に裁判書の謄本及び確定証明書

を添付して申告しなければならない。

② 申告書には次の事項を記載しなければならない。

1．変更前の姓・本

2．変更した姓・本

3．裁判確定日
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第13節 家族関係登録の創設

第101条（家族関係登録の創設申告) ① 登録されていない者は登録しようとする

地を管轄する家庭法院の許可を受けその謄本を受理した日から１ヶ月以内に家

族関係登録創設（以下，「登録創設」という）の申告をしなければならない。

② 申告書には第９条第２項に規定する事項の外に登録創設許可の年月日を記載

しなければならない。

③ 第２項の申告書には登録創設許可の謄本を添付しなければならない。

第102条（直系血族等による登録創設申告) 登録創設許可の裁判を得た者が登録創

設の申告をしないときには配偶者または直系血族が行うことができる。

第103条（判決による登録創設の申告) ① 確定判決によって登録創設の申告をし

なければならない場合には判決確定日から１ヶ月以内にしなければならない。

② 申告書には第９条第２項に規定する事項の外に判決確定日を記載しなければ

ならない。

③ 第２項の申告書には判決の謄本及び確定証明書を添付しなければならない。

第５章 登録簿の訂正

第104条（違法な家族関係登録記録の訂正) 登録簿の記録が法律上許されないかま

たはその記載に錯誤若しくは遺漏があると認めたときには，利害関係人は事件本

人の登録基準地を管轄する家庭法院の許可を受けて登録簿の訂正を申請すること

ができる。

第105条（無効な行為の家族関係登録記録の訂正) 申告によって効力が発生する行

為に関して，登録簿に記録されたがその行為が無効であることが明白なときには

申告人または申告事件の本人は登録基準地を管轄する家庭法院の許可を受けて登

録簿の訂正を申請することができる。

第106条（訂正申請の義務) 第104条及び第105条に従い許可の裁判があったときに

は裁判書の謄本を受理した日から１ヶ月以内にその謄本を添付して登録簿の訂正

を申請しなければならない。

第107条（判決による登録簿の訂正) 確定判決によって登録簿を訂正すべきときに

は，訴えを提起した者は判決の確定日から１ヶ月以内に判決の謄本及びその確定

証明書を添付して登録簿の訂正を申請しなければならない。

第108条（準用規定) 第20条第１項，第22条，第25条から第27条まで，第29条から

第33条まで及び第37条から第42条までの規定は登録簿の訂正申請に準用する。
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第６章 不 服 手 続

第109条（不服の申請) ① 登録事件に関して利害関係人は，市・邑・面の長の違

法または不当な処分に対して管轄家庭法院に不服の申請をすることができる。

② 第１項の申請を受理した家庭法院は申請に関する書類を市・邑・面の長に送

付しその意見を求めることができる。

第110条（不服申請に対する市・邑・面の措置) ① 市・邑・面の長はその申請に

理由があると認めたときには遅滞なく処分を変更してその趣旨を法院と申請人

に通知しなければならない。

② 申請が理由がないと認めたときには意見を付して遅滞なくその書類を法院に

返還しなければならない。

第111条（不服申請に対する法院の決定) ① 家庭法院は申請に理由がないときに

は却下し，理由があるときには市・邑・面の長に相当の処分を命じなければな

らない。

② 申請の却下または処分を命ずる裁判は決定として行い，市・邑・面の長及び

申請人に送達しなければならない。

第112条（抗告) 家庭法院の決定については，法令を違反した裁判という理由に限

り「非訟事件手続法」に従い抗告することができる。

第113条（不服申請の費用）不服申請の費用に関しては「非訟事件手続法」の規定

を準用する。

第７章 申告書類の送付と法院の監督

第114条（申告書類等の送付) 市・邑・面の長は登録簿に記録できない登録事件を

除いては大法院規則で定めるところに従い登録簿に記録を終えた申告書類等を管

轄法院に送付しなければならない。

第115条（申告書類等の調査及び是正指示) ① 法院は市・邑・面の長から申告書

類等の送付を受けたときには遅滞なく登録簿の記録事項と対照して調査しなけ

ればならない。

② 法院は第１項の調査をした結果，その申告書類等に違法・不当な事実が発見

された場合には市・邑・面の長に対して是正指示等必要な処分を命ずることが

できる。
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③ 申告書類の調査または是正指示及び申告書類の保管手続に関して必要な事項

は大法院規則で定める。

第116条（各種報告の命令等) 法院は市・邑・面の長に対して登録事務に関する各

種報告を命ずる等の監督上必要な措置を採ることができる。

第８章 罰 則

第117条（罰則) 次の各号のいずれかに該当する者は３年以下の懲役または１千万

ウォン以下の罰金に処する。

1．第11条第６項を違反した者

2．第13条第２項を違反した者

3．第14条第１項・第２項及び第42条を違反し虚偽若しくはその他の不正な方法

で他人の申告書類を閲覧したか申告書類に記載されている事項または登録簿

等の記録事項に関する証明書を受領した者

4．本法に従う登録事務処理の権限に関する承認手続きなく電算情報処理組織に

家族関係登録の情報を入力・変更して情報処理をしたか若しくは技術的手段

を利用して家族関係登録の情報を知りえた者

第118条（罰則) ① 登録簿の記録を要しない事項に関して虚偽の申告をした者及

び登録の申告に関する事項に関して虚偽で保証をした者は１年以下の懲役また

300万ウォン以下の罰金に処する。

② 外国人についての事項に関して虚偽の申告をした者も第１項と同じ。

第119条（両罰規定) 法人の代表者または法人若しくは個人の代理人・使用人その

他の従業員が，その法人若しくは個人の業務に関して第117条，第118条の違反行

為をしたときには行為者を罰する外にその法人若しくは個人についても各本条に

規定する罰金刑を科する。

第120条（懈怠料) 次の各号のいずれかに該当する市・邑・面の長については50万

ウォン以下の懈怠料を賦課する。

1．第115条第２項による命令を違反したとき

2．第116条による命令を違反したとき

第121条（懈怠料) ① 市・邑・面の長が第38条または第108条に従い期間を定め

て申告または申請の催告をした場合に正当な事由なくその期間内に申告または申

請をしなかった者には10万ウォン以下の懈怠料を賦課する。

第122条（懈怠料) 本法に従い申告の義務がある者が正当な事由なく期間内にすべ
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き申告または申請をしなかったときには５万ウォン以下の懈怠料を賦課する。

第123条（懈怠料の裁判) 第120条の懈怠料の裁判は懈怠料を賦課する市・邑・面

の長の事務所所在地を管轄する家庭法院が「非訟事件手続法」に従い行う。

第124条（懈怠料の賦課・徴収) ① 第121条及び第122条による懈怠料は大法院規

則で定めるところに従い市・邑・面の長（第21条第２項の規定に該当するとき

には出生・死亡の申告を受けた洞の管轄市長・区庁長をいう。以下本条で同

じ）が賦課・徴集する。

② 第１項に従い懈怠料処分に不服がある者は30日以内に当該市・邑・面の長に

異議を提起することができる。

③ 第１項に従い市・邑・面の長から懈怠料処分を受けた者が第２項に従い異議

を提起したときには当該市・邑・面の長は遅滞なく懈怠料処分を受けた者の住

所または居所を管轄する家庭法院にその事実を通報しなければならず，その通

報を受けた家庭法院は「非訟事件手続法」によって懈怠料の裁判を行う。

④ 第２項に従い期間内に異議を提起せずに懈怠料を納付しないときには地方税

滞納処分の例に従い徴集する。

附 則

第１条（施行日) 本法は2008年１月１日から施行する。ただし，第93条から第95

条まで及び第98条の改正規定は2008年９月１日から施行する。

第２条（廃止法律) 戸籍法はこれを廃止する。ただし，2008年８月31日まで大韓

民国の国籍を取得・回復したか若しくは大韓民国国に帰化した者の申告及び「国

籍法」第14条第１項による国籍離脱者に対する法務部長官の通報は従前の「戸籍

法」第109条，第109条の２，第110条及び第112条の２を適用するが，それら「戸

籍法」の条項を適用するとき「戸籍法」第15条は本法第９条とし，本籍は登録基

準地と看做す。

第３条（登録簿の作成等) ① 本法第９条による登録簿は従前の「戸籍法」第124

条の３に従い編製された電算戸籍簿を対象に，本法施行当時に記録された事項

を基準にその戸籍電算資料を個人別に区分・作成する方法によるものとする。

② 従前の「戸籍法」第124条の３に従い編製された電算戸籍簿は本法施行と同

時に除籍される。

③ 大法院規則第1911号戸籍法施行規則中の改正規則附則第２条及び第３条に従

い電算移記された戸籍簿（以下，「イメージ電算戸籍簿」という）は第１項の
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規定にかかわらず本法施行と同時に除籍される。ただし，申告事件等が発生し

たときにはその除籍者について新たな登録簿を作成しなければならない。

④ 第１項及び第３項ただし書に従い登録簿を作成する場合に従前の戸籍に記載

された本籍は本法第10条による最初の登録基準地と看做す。

⑤ 従前の「戸籍法」の規定に従い申告等があったが第２項によって除籍された

後に本法施行当時の登録簿にその記録が遺漏していたことが発見されたときに

は新たに作成した登録簿を閉鎖すると同時に第２項及び第３項に従った除籍を

復活する。

⑥ 第５項に従い復活した戸籍にその記録を完了したときには再度第１項から第

３項までの規定による。

第４条（除籍簿等に関する経過措置) 従前の「戸籍法」の規定による除籍簿また

は附則第３条に従い除籍された電算戸籍簿及びイメージ電算戸籍簿（以下，「除

籍簿等」という）に関する登録事務の処理は従前の「戸籍法」の規定によるが，

これによる登録簿訂正に関する具体的な手続は大法院規則で定める。ただし，除

籍簿等に関する閲覧または謄本・抄本の交付請求権者に関しては第14条第１項を

準用する。

第５条（事実上の婚姻関係存在確認判決に関する経過措置) 本法施行以前に事実

上の婚姻関係存在確認の判決が確定した場合についても第72条を適用する。ただ

し，従前の戸籍法の規定に従い生じた効力については影響を及ぼさない。

第６条（懈怠料に対する経過措置) 本法施行前に賦課された懈怠料の徴収，裁判

手続は従前の「戸籍法」に従う。

第７条（一般的経過措置) 本法施行当時従前の「戸籍法」に従い行なわれた処分、

裁判、その他の行為及び手続は本法中それに該当する規定があるときには本法の

適用に関しては本法の該当規定に従ったものと看倣す。

第８条（他の法律の改正）（抄，法律名のみを抜粋）

①家事訴訟法 ②居昌事件等関連者の名誉回復に関する特別措置法 ③軽犯罪処

罰法 ④公職者倫理法 ⑤国籍法 ⑥軍事法院法 ⑦勤労基準法 ⑧老斤里事件

犠牲者審査及び名誉回復に関する特別法 ⑨独立有功者礼遇に関する法律 ⑩民

法 ⑪法院組織法 ⑫兵役法 ⑬保安観察法 ⑭不動産登記法 ⑮北韓離脱住民

の保護及び定着支援に関する法律 ⑯非訟事件手続法 ⑰産業災害保障保険法

⑱船員保険法 ⑲所得税法 ⑳日帝強占下強制動員被害真相究明等に関する特別

法 入養促進及び手続に関する特例法 在外国民登録法 済州４･３事件

真相究明及び犠牲者の名誉回復に関する特別法 住民登録法 地方自治法
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地籍法 刑事補償法 刑事訴訟法 国家人権委員会法 国民年金法

老人福祉法 道路名住所等の表記に関する法律 相続税及び贈与税法

印鑑証明法 総合不動産税法 刑の失効に関する法律 後天性免疫欠乏症

予防法 在外国民就籍・戸籍訂正及び戸籍整理に関する特例法 不在宣告等

に関する特別措置法

第９条（他の法令との関係) 本法施行当時他の法令で従前の「戸籍法」またはそ

の規定を引用する場合，本法中それに該当する規定があるときには従前の規定に

代えて本法または本法の該当条項を引用したものと看做す。

資料 2007年５月31日大法院報道資料 新しい家族関係登録制
度関連 Q&A（抄)

◆個人別家族関係登録簿の作成

1．来年から施行される家族関係登録簿は現行戸籍とどの点が異なりどのような

特徴があるのですか。

[説明]

○現行戸籍は戸主とその家族で構成されており，その家族の身分に関するすべて

の事項が記載されています。しかし，来年から施行される新しい制度によると

戸籍上の戸主と家族はそれぞれ個人毎に分かれ，一人ずつひとつの家族関係登

録簿が作成されます。

○家族関係登録簿には家族関係に関すること，基本的身分事項に関すること（出

生，国籍関連，親権，限定治産，禁治産，親生否認，改名等），婚姻に関する

こと，入養に関すること，親養子入養に関することなどが記録されます。ただ，

それについての証明書を発給するときには証明対象に従い家族関係証明書，基

本証明書，婚姻関係証明書，入養関係証明書，親養子入養関係証明書の５種類

に分けて証明することにより個人情報保護を強化しています。

○また，家族関係証明書に載る家族関係事項は現行戸籍謄本とは違って本人の父

母，配偶者と子女の三代に限り，それらの名前，生年月日など家族関係の特定

に必要な事項に限定しています。家族の詳細な身分事項は家族個々人の家族関

係登録簿を通して確認できるだけです。

[参考] [家族関係の登録等に関する法律第15条]

2．家族関係登録簿は何を基礎に作られるのですか。
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[説明]

○家族関係登録簿は現行の電算戸籍に記載されている身分事項に関する記載内容

を基礎に作成されます。したがって，現在，戸籍が作成されているすべての者

は改めて申告する必要はなく，電算システムによって家族関係登録簿が作成さ

れることになります。

○ただし，2008年１月１日以後に産まれた者は戸籍がないので出生申告によって

家族関係登録簿が新たに作成されます。

[参考] [家族関係の登録等に関する法律附則第３条第１項］

3．仮に，2007年12月31日に産まれた者について，戸籍が廃止された2008年１月

１日に出生申告をすれば，戸籍に記載されることなく直ちに家族関係登録簿が

作成されるのですか。

はい，出生申告時を基準に作成されるので家族関係登録簿を作成しなければな

りません。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律附則第２条及び第３条

◆本籍の廃止，登録基準地概念の導入

1．来年から本籍がなくなるのですか。

はい，そうです。

[説明]

○家族はすべて戸主の本籍に従うとする現行戸籍とは違って新しい家族関係登録

簿には登録したい場所を自由に選択できる登録基準地制度が施行され，本籍制

度がなくなります。

○登録基準地は個人毎に定められるので同じ家族であっても登録基準地が違って

いてもよく，その変更も自由にできます。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第10条

2．家族関係登録簿の登録基準地は誰が決めるのですか。申告地，現在地，住所

地など，申告人が任意に決められるのですか。

はい，申告人が任意に決めることができます。

[説明]

○現在，戸籍がある者の最初の登録基準地はその戸籍の本籍地となりますが，登

録基準地を変更するのにいかなる制限もありません。

293 ( 967 )

｢家族関係の登録等に関する法律」（趙)



○参考に，2008年１月１日以後に出生申告をする場合には，申告人が任意に登録

基準地を決めて申告することも父または母の登録基準地に決めて申告すること

もできます。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第10条及び附則第３条第４項

◆証明書の交付請求権者と交付事由の制限

1．現在は自分の戸籍でなくても本籍さえ分かれば不当な目的でない限り誰でも

他人の戸籍の謄・抄本を受給できたのですが来年も同じですか。

原則として本人とその家族だけが発給権者になります。

[説明]

○2008年から除籍謄本と家族関係登録簿の各証明書の発給要件が現行より厳しく

なります。

○家族関係登録簿の各証明書は本人，直系尊属，直系卑属，配偶者，兄弟姉妹に

限って受給できます。第三者は法律で特別に許された場合を除いてはそれらの

発給権者の委任を受けなければ受給できません。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第14条第１項

2．新しい証明書を受給するためには何を知っていなければなりませんか。

現行の本籍に代って姓名と住民登録番号または生年月日を使用することになり

ます。

◆多様な目的別証明書の発給

1．家族関係登録簿には離婚の経歴が載っているのでしょうか。

現行戸籍謄本に代る基本証明書，家族関係証明書には載りません。ただし，婚

姻関係証明書には離婚の経歴が載ります。

[説明]

○家族関係登録情報を証明する５種類の証明書の中で，配偶者が載る証明書は家

族関係証明書と婚姻関係証明書です。

○その中の家族関係証明書には現在有効な婚姻中の配偶者だけが載り，離婚した

元配偶者や婚姻が無効であったり取消された配偶者は載りません。しかし，婚

姻関係証明書には婚姻と離婚に関する事項を証明することにしているので離婚

の経歴が記載されます。
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[参考] 家族関係の登録等に関する法律第15条第１項第３号

2．家族関係登録簿から兄弟姉妹を確認するのにはどのようにしなければなりま

せんか。

父母の家族関係証明書を受給して確認することになります。

[説明]

○家族関係証明書には配偶者と本人を基準にした父母・子女の３代だけ表示され

兄弟姉妹は載りません。したがって，兄弟姉妹を知るには父母の家族関係証明

書を受給して初めてその子女と表示された本人そしてその兄弟姉妹が確認でき

ます。

○ただし，家族関係登録簿は現行の戸籍電算資料を基礎に作られるので，兄弟姉

妹がすでに結婚等を理由に分家して独立した戸籍になっているときは父母の戸

籍に載っていませんから，それを基礎に作成された父母の家族関係証明書でも

確認できない場合がありえます。

○そのような場合には除籍謄本を受給するか，兄弟姉妹の家族関係証明書と本人

の家族関係証明書を別に受給して父母の同一性を証明する方法で確認しなけれ

ばなりません。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第15条第１項

3．本人は自分の家族関係登録簿全体の記録内容をひとつの証明書として受給で

きるのでしょうか。それとも，各証明書をそれぞれ受給しなければならないの

でしょうか。

証明目的に従いそれに適切な証明書を受給しなければなりません。

[説明]

○本人であっても，家族関係登録情報の全体が分る全部証明書は法では許されて

いません。全部証明書を許せば，個人の私生活情報を保護するために５種類の

目的別証明書を導入した制度的趣旨が失なわれるからです。

○本人であっても証明目的に従い必要な証明書をそれぞれ受給しなければなりま

せん。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第15条
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4．何年か前に妹が離婚して父の戸籍に復籍しました。現在私は未婚で就職活動

をしています。戸籍謄本の提出時に妹の離婚の事実が明らかになり不利益にな

るのではないかと心配しています。新しい家族関係登録簿にも妹の離婚の事実

は載るのでしょうか。

載ることはありません。

[説明]

○個人別編製方式を採っている家族関係登録制度が施行されると，離婚した妹が

復籍した父の戸籍はすべて除籍され，妹の離婚の事実は妹の家族関係登録簿だ

けに載ります。

○さらに，貴方の家族関係証明書には，父母，配偶者，子女だけが載るので，妹

に関する事項は載ることはありません。

○他方，来年から女子が離婚をしても自分の家族関係登録簿には離婚の事実が記

載されますが，実の父の戸籍にその事実が載ることはありません。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第９条及び第15条第１号第１号

5．私は幼いときに入養（養子縁組）をして養父母に育てられました。養父母は

私を実の子のように育ててくれ，私もまた期待に応じるために熱心に勉強し大

学を優秀な成績で卒業しました。しかし，就職活動のとき提出する戸籍謄本の

ために何ヶ所かで入養の事実が分かり，つらい思いをしました。そのような事

実が知られない方法はないのでしょうか。

家族関係証明書と入養関係証明書を通して入養事実が明らかになります。

[説明]

○2008年から施行される家族関係登録簿の目的別証明書は，現行の戸籍とは異な

り家族すべての身分事項が公開されないように証明目的に従い証明書を発給す

るようにしています。

○そのうち本人の身分事項だけが載る基本証明書には一般入養事実は表示されま

せんが，家族関係証明書と入養関係証明書には養父母が表示され入養事実が載

ります。

○他方，親養子入養（特別養子縁組）は，一般入養と違って家族関係証明書に養

父母が親生父母のように表示されますが，親養子になる者が15歳未満でないと

できないので貴方は親養子になることはできません。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第15条第１項第４号及び第５号，民法第
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908条の2

◆申告地直接処理施行（本籍地処理原則廃止）

1．来年から本籍がソウルの者も新婚旅行地である済州島で婚姻申告をし，そこ

ですぐに婚姻関係証明書を受給できるのでしょうか。

はい，婚姻申告をして証明書を受給できます

[説明]

○現在は本籍地の市・区・邑・面の長が婚姻申告による戸籍業務を担当している

ので，婚姻申告地と本籍地が異なる場合に申告地の担当公務員は直接処理せず

に本籍地に申告書を送付しなければなりませんでした。したがって，婚姻申告

事項が記載された戸籍を受給するためには約 1～2週間かかりました。しかし，

2008年からは申告地の担当公務員が登録基準地に申告書を送付せずに直接審査

して家族関係登録簿に記録できるようになります。

○そこで，ソウルに登録基準地をおく者が済州島に新婚旅行に行き西帰浦市庁に

婚姻申告をすれば，婚姻要件が充足していた場合，直ちに家族関係登録簿に記

録がなされ即時に婚姻関係証明書の発給が可能になります。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第４条

◆婚姻申告等で当事者が不出席時の申告要件の強化

1．来年から婚姻当事者双方が直接婚姻申告をしなければなりませんか。

片方の婚姻当事者が申告する場合には出席しない婚姻当事者の身分証または印

鑑証明書を持参しなければなりません。

[説明]

○現行の戸籍法ではしようとすれば他方の承諾なくその印証を偽造して婚姻申告

書を作成して提出することで婚姻申告ができます。そのような申告手続の欠点

のために周りでこれを悪用した被害事例がしばしば発生しました。

○これを防止するために2008年からは片方の婚姻当事者が婚姻申告する場合には

出席しない婚姻当事者の意思を確認するための方法としてその身分証を提示す

るか印鑑証明書を添付すべきものとし，そうしない場合には婚姻申告を受理し

ないことにしました。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第23条第２項
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◆国籍通報による家族関係登録簿の作成

1．私は朝鮮族として韓国人夫と婚姻し現在韓国で暮らしています。来年簡易帰

化をして正式に韓国国籍を取得しようと思っていますが，来年からは帰化許可

を受けた後に別に帰化申告する必要はないというのですが，本当でしょうか。

はい，そうです。

[説明]

○現行の戸籍法によれば，法務部長官の帰化許可を受けた者は帰化許可書と親族

関係を疎明する資料等を添付して戸籍官署に別に申告をしてはじめて戸籍が作

成されます。

○しかし，来年からは法務部長官が当該登録官署に帰化許可者の登録簿作成に必

要な事項を通報すれば，登録官署が直接帰化者の家族関係登録簿を作成するこ

とになるので，改めて申告する必要はなくなります。そのような国籍取得通報

制度は認知による国籍取得，帰化，国籍回復，国籍喪失などの場合も同様です。

○ただし，制度の施行には準備が必要なので2008年９月１日から施行されます。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第93条から第95条まで及び第98条

◆国籍回復許可の時の従前の姓と本の継続使用

1．私は韓国人で戸籍がありましたが，その後国籍を喪失して外国国籍で暮らし

てきました。その後再び韓国国籍を回復しようと国籍回復申請をしようと思い

ます。国籍回復許可によって家族関係登録簿を作るとき新たに姓と本を創設せ

ずに従前の姓と本をそのまま使用できないのでしょうか。

はい，使用できます。

[説明] 従前の姓と本を疎明した場合には新たに姓と本を創設せずに従前の姓と

本をそのまま使用できます。

[参考] 家族関係の登録等に関する法律第96条
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資料 2007年５月31日大法院報道資料
イチョルスを戸主とする現行戸籍謄本とイチョルスの家族関係登録簿の各

種証明書との相違（見本・抄）

１ 戸主イチョルスの現行戸籍謄本
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｢家族関係の登録等に関する法律」（趙)

本　　籍 全北群山市羅浦面玉昆里１番地

戸籍編製 [編製日] 1968年12月31日

電算移記
[移記日] 2002年05月20日
[移記事由] 戸籍法施行規則附則第２条第１項

前戸主との関係

父

母

イイルナム

キムスンヒ

性　

別
男

本

全州

前戸籍

入籍又は新戸
籍

 出　生

住民登録番号

全北群山市羅浦面玉昆里
０番地 戸主イイルナム

西紀1968年 12月31日

681231-1******

イチョルス(李鐡水)
戸　

主

出　　生

国籍回復

改　　名

婚　　姻

[出 生 場 所]　群山市ナウン洞20番地
[申　告　日]  1968年12月31日　　[申　告　人]　父

[国籍回復許可日]　1991年 12月10日
[国籍回復前国籍]　米国
[申　告　日]　1991年12月20日
[申　告　人]　イチョルス

[改名許可日]　1998年10月05日
[許 可 法 院]　全州地方法院群山支院
[申　告　日]　1998年10月12日　　[申告人]　イチョルス
[記　載　日]　1998年10月12日
[改名前名前]　イムンドン　　　　[改名後名前]　イチョルス

[婚姻申告日]　2001年07月01日
[配　偶　者]　チョチョンヒ
[法定分家日]　1968年12月31日
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父

母

チョヨンス

パクミジャ

性　

別
女

本

豊穣
前戸籍

入籍又は新戸
籍

 出　生

住民登録番号

金海郡サンドン面プックパン
里100番地 戸主チョヨンス

チョチョンヒ(趙禎禧)妻

訂　　正
[職権訂正書作成日]　2002年01月20日
[訂　正　日]　2002年01月20日
[訂 正 内 容]　配偶者の名前「　　　」を「　　　」に職権訂正

西紀1972年10月20日

721020-2******

出　　生

婚　　姻

[出 生 場 所]　金海郡金海邑オバン洞30番地
[申　告　日]　1972年10月30日　　[申　告　人]　父

父

母

イチョルス

チョチョンヒ

性　

別
女

本

全州
前戸籍

入籍又は新戸
籍

 出　生

住民登録番号

ヨンヒ(英熙)子
西紀2003年05月12日

030512-2******

出　　生
[出 生 場 所]　端草区端草3洞200番地
[申　告　日]　2003年05月20日　　[申　告　人]　父

[婚姻申告日]　2001年07月01日
[配　偶　者]　イチョルス

上記謄本は戸籍の記録事項と相違ないことを証明する。



２ イチョルスの家族関係証明書（法15条１号）

家 族 関 係 証 明 書
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｢家族関係の登録等に関する法律」（趙)

登録基準地 全北群山市羅浦面玉昆里１番地

区分

区分

本人

父

配偶者

子女

母

姓　　　名

姓　　　名

イチョルス(李鐡水)

イイルナム(李一男)

チョチョンヒ(趙禎禧)

イヨンヒ(李英熙)

キムスンヒ(金順熙)

出生年月日

出生年月日

1968年12月31日

1941年12月12日

1972年10月20日

2003年05月12日

1946年05月10日

住民登録番号

住民登録番号

681231-1******

411212-1******

721020-2******

030512-2******

460510-2******

性別

性別

男

男

女

女

女

本

本

全州

全州

豊穣

全州

金海

家族事項

上家族関係証明書は家族関係登録簿の記録事項と相違ないことを証明する。



３ イチョルスの基本証明書（法15条２号）

基 本 証 明 書
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登録基準地 全北群山市羅浦面玉昆里１番地

区分

本人

区分

出生

国籍
回復

改名

姓　　　名

イチョルス(李鐡水)

詳　　細　　内　　容

区分

作成
[家族関係登録簿作成日]　2008年01月01日
[事由]　家族関係登録等に関する規則附則00号

詳　　細　　内　　容

出生年月日

1968年12月31日

住民登録番号

681231-1******

性別

男

本

全州

一般身分事項

上記基本証明書は家族関係登録簿の記録事項と相違ないことを証明する。

[出 生 場 所]　群山市ナウン洞20番地
[申　告　人]　父

[国籍回復許可日]　1991年12月10日
[国籍回復前国籍]　米国
[申　告　人]　イチョルス
[申　告　日]　1991年12月20日

[改名許可日]　1998年10月05日
[許 可 法 院]　全州地方法院群山支院
[申　告　日]　1998年10月12日
[申　告　人]　イチョルス
[記　録　日]　1998年10月12日
[改名前名前]　イムンドン

[申　告　日]　1968年12月31日
[申 告 官 署]　群山市

[住民登録番号]　681231-1******
[申　告　地]　ソウル特別市瑞草区

[住民登録番号]　681231-1******
[処 理 官 署]　ソウル特別市冠岳区
[改名後名前]　イチョルス



４ イチョルスの婚姻関係証明書（法15条３号）

婚 姻 関 係 証 明 書
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｢家族関係の登録等に関する法律」（趙)

登録基準地

区分

婚姻

訂正

全北群山市羅浦面玉昆里１番地

詳　　細　　内　　容

区分

本人

配偶者

姓　　　名

イチョルス(李鐡水)

チョチョンヒ(趙禎禧)

出生年月日

1968年12月31日

1972年10月20日

住民登録番号

681231-1******

721020-2******

性別

男

女

本

全州

豊穣

婚姻事項

[婚姻申告日]　2001年07月01日
[記　録　日]　2001年07月01日
[配　偶　者]　チョチョンヒ

[職権訂正書作成日]　2002年01月20日
[訂　正　日]　2002年01月20日
[訂 正 内 容]　配偶者の名前「　　　」を「　　　」に職権訂正

[申 告 官 署]　群山市

[住民登録番号]　721020-2******

[処 理 官 署]　瑞草区

上記婚姻関係証明書は家族関係登録簿の記載事項と相違ないことを証明する。



５ イチョルスの入養関係証明書（法15条４号）

入 養 関 係 証 明 書
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登録基準地 全北群山市羅浦面玉昆里１番地

区分

本人

区分

区分

養父

入養

該当事項無し

該当事項無し

該当事項無し

該当事項無し

養母

養子

姓　　　名

イチョルス(李鐡水)

姓　　　名

詳　　細　　内　　容

出生年月日

1968年12月31日

出生年月日

住民登録番号

681231-1******

住民登録番号

性別

男

性別

本

全州

本

入養事項

上記入養関係証明書は家族関係登録簿の記録事項と相違ないことを証明する。



６ イチョルスの親養子入養関係証明書（法15条５号）

親養子入養関係証明書
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｢家族関係の登録等に関する法律」（趙)

登録基準地 全北群山市羅浦面玉昆里１番地

区分

本人

区分

区分

養父

入養

該当事項無し

該当事項無し

該当事項無し

該当事項無し

養母

親養子

親生父

親生母

姓　　　名

イチョルス(李鐡水)

姓　　　名

詳　　細　　内　　容

出生年月日

1968年12月31日

出生年月日

住民登録番号

681231-1******

住民登録番号

性別

男

性別

本

全州

本

親養子入養事項

上記親養子入養関係証明書は家族関係登録簿の記録事項と相違ないことを証明する。

イイルナム(李一男) 1941年12月12日 411212-1****** 男 全州

キムスンヒ(金順熙) 1946年05月10日 460510-2****** 女 金海



※資料 は大韓民国法律知識情報システム（http://likms.assembly.go.kr/law/jsp/

Law. jsp? WORK_ TYPE= LAW_ BON& LAW_ ID= A2056& PROM_ NO= 08435&

PROM_DT=20070517）から入手し，資料 は，大韓民国大法院報道資料

（http://www.scourt.go.kr/news/NewsListAction.work?gubun=6）から入手した。

※「家族関係の登録等に関する法律」に関する紹介と解説は，白井京「韓国─戸主

制廃止，その後」ジュリ1338号（2007年７月15日）73頁，趙慶済「韓国の新しい

身分登録法─『家族関係の登録等に関する法律』」ジュリ1340号（2007年９月１

日）86頁を参照。
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